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後発医薬品使用促進後発医薬品使用促進後発医薬品使用促進後発医薬品使用促進にににに係係係係るるるる国国国国のののの動向動向動向動向についてについてについてについて

ⅠⅠⅠⅠ 国国国国のののの動向動向動向動向

１１１１ 後発医薬品後発医薬品後発医薬品後発医薬品シェアシェアシェアシェアのののの推移推移推移推移

17 9 19 9 21 9 H24平成 年 月 平成 年 月 平成 年 月 ･･･

(目標)数量ﾍﾞｰｽ(％) １６ ８ １８ ７ ２０ ２ ･･･ ３０. . .

金額ﾍﾞｰｽ( ) ５ ２ ６ ６ ７ ７% . . .

[厚生労働省 薬価調査]

（平成２２年４月）２２２２ 調剤報酬調剤報酬調剤報酬調剤報酬、、、、診療報酬等診療報酬等診療報酬等診療報酬等のののの改定改定改定改定

後発医薬品調剤体制加算後発医薬品調剤体制加算後発医薬品調剤体制加算後発医薬品調剤体制加算のののの見直見直見直見直しししし（１）

改正前 保険薬局において、処方せんベースでの後発医薬品調剤率が

直近３ヶ月の平均が３０％以上であれば調剤基本料に４点を加算できる。

この加算要件を約８割の薬局が満たしているが、数量ベースでは

平均１８．４％にとどまる。

徳島県の届出状況

年 月 届出数／保険薬局 割 合

平成２１年１月 １９７／３５４薬局 ５５．６％

平成２２年３月 ２０２／３４７薬局 ５８．２％

(四国厚生支局)

改正後 処方せんベースから数量ベースに見直し、３段階とした。

２０％以上 ６点 後発医薬品調剤体制加算１

２５％以上 １３点 〃 ２

３０％以上 １７点 〃 ３

徳島県の届出状況 （平成２２年４月現在 保険薬局３４８施設）

届出数 割 合

後発医薬品調剤体制加算１ ４３ １２．４％

〃 ２ ２５ ７．２％

〃 ３ ２１ ６．０％

計 ８９ ２５．６％
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含量含量含量含量・・・・剤形変更調剤剤形変更調剤剤形変更調剤剤形変更調剤のののの導入導入導入導入（２）

保険薬局で、先発品の含量規格や剤形に対応した後発品がないため、変更できない

事例があった。

改正前 後発医薬品への変更可能な処方せんであっても、異なる含量規格の

後発品や類似した別剤形の後発品に変更して調剤する場合は、処方医

への確認が必要。

改正後 後発医薬品への変更可能な処方せんを受け付けた場合、患者の同意

があれば、含量規格が異なる後発品や類似した別剤形の後発品を調剤

できる。

[含量規格変更]

例：先発品 １０ｍｇ １錠 → 後発品 ５ｍｇ ２錠

[類似別剤形への変更] それぞれの範囲内で可能

① 錠剤・ 錠・カプセル・丸剤OD

② 散剤・顆粒剤・細粒剤・末剤・ﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ

③ 液剤・ｼﾛｯﾌﾟ剤・ﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ剤

条件

・変更調剤後の薬剤料が変更前と同額またはそれ以下

、 、 、 、・処方医の同意を得る必要はないが 調剤した銘柄 含量規格 剤形を

処方せん発行医療機関に情報提供する。

・医師は、変更に差し支えがあると判断した場合には 「含量規格変更、

不可 「剤形変更不可」等と処方せんに記載する。」

後発医薬品使用体制加算後発医薬品使用体制加算後発医薬品使用体制加算後発医薬品使用体制加算のののの新設新設新設新設（３）

病院や診療所において、後発医薬品採用品目割合が２０％以上の場合に、

薬剤料を出来高で算定している入院患者に対して、入院初日に限り入院基

本料に３０点を加算できる。

条件

・薬剤部門が後発品の品質、安全性、安定供給等を情報を収集・評価

し、その結果を踏まえ、院内の薬事委員会等で採用を決定する体制

を整えていること

・入院・外来を問わず、後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる

旨の院内掲示をする。
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保険医療機関保険医療機関保険医療機関保険医療機関およびおよびおよびおよび保険医療養担当規則保険医療養担当規則保険医療養担当規則保険医療養担当規則のののの改正改正改正改正（４）

改正前 保険医は、投薬、処方せんの交付又は注射を行うに当たっては、

後発医薬品の使用を考慮するよう努めなければならない。

改正後 保険医は、投薬または処方せんの交付を行うに当たって、後発医

薬品の使用を考慮すると共に、患者に後発医薬品を選択する機会を

提供すること等患者が後発医薬品を選択しやすくするための対応に

努めなければならない。また、注射を行うに当たっては、後発医薬

品の使用を考慮するよう努めなければならない。

（平成２２年４月）３３３３ 薬価改正薬価改正薬価改正薬価改正

平成２２年度は医療費ベースで薬価を ％引き下げた。1.23

後発医薬品のある先発医薬品（長期収載品）については、市場実勢価格に基づく通

常引き下げに加え、 ％の追加引き下げを行った （４２成分、１１３品目）2.2 。

診療報酬改定の変遷

全体改定率 本体改定率 薬価改定率 薬価改定率
年度

(医療費ベース) (医療費ベース) (医療費ベース) (薬剤費ベース)

平成６ ２．７ ４．８ ▼２．１２ ▼６．６

８ ０．８ ３．４ ▼２．６ ▼６．８

９ ０．３８ １．７ ▼１．３２ ▼４．４

１０ ▼１．３ １．５ ▼２．８ ▼９．７

１２ ０．２ １．９ ▼１．７ ▼７．０

１４ ▼２．７ ▼１．３ ▼１．４ ▼６．３

１６ ▼１．０ ０．０ ▼１．０ ▼４．２

１８ ▼３．１６ ▼１．３６ ▼１．８ ▼６．７

２０ ▼０．８２ ０．３８ ▼１．２ ▼５．２

２２ ０．１９ １．５５ ▼１．３６ ▼５．７５

長期収載品は

▼２．２+

単位％、▼はマイナス、平成９年度は消費税率改定を含む

「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」

新薬について特許期間中の薬価引き下げを免除する。

ただし、後発品が上市された後は、薬価からそれまでの加算分を一括して

引き下げる。



20

４４４４ 後発医薬品後発医薬品後発医薬品後発医薬品のののの使用促進使用促進使用促進使用促進のためののためののためののための今年度今年度今年度今年度のののの取組取組取組取組

（１）後発医薬品使用促進対策

・専門家向け後発医薬品普及促進パンフレット・ハンドブック作成

・一般向け後発医薬品普及促進リーフレット作成

・医師等専門家向けシンポジウムの開催（横浜、大阪、福岡）

・後発医薬品使用促進の先進事例(都道府県、薬局等）について調査研究を進め、

使用促進に有効と思われる取組について、情報提供を行う。

（２）後発医薬品品質情報提供等推進

学会等で発表や(独)医薬品医療機器総合機構の後発医薬品の相談窓口に寄せら

れた医療現場等からの後発医薬品の品質に関する意見・質問・情報等について、

必要に応じて当該品目に関する試験検査を実施することでその品質の確認を行

い、結果を公表することにより、国民や医療現場における後発医薬品の品質の対

する懸念の解消を図り、後発医薬品の品質の信頼性の向上を図る。

（３）後発医薬品品質確保対策

先発医薬品と後発医薬品の同等性を確保するため

・一斉監視指導において立入検査によるＧＭＰバリデーションの指導

・許可製品の一斉収去・品質検査により品質を確認し、その結果を公表するとと

もに、メーカーの自己責任体制を促し、一層の品質確保を図る。

＊実施方法

各都道府県ごとに国から指定された医薬品成分を有効成分として含有する先

発医薬品及び同規格の後発医薬品について、卸売販売業者から、流通する製品

を検体として検査を行う。

ⅡⅡⅡⅡ 保険者保険者保険者保険者のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

１ ジェネリック希望カードの配布

２ 協会けんぽ（全国健康保険協会 徳島支部） ＊県内加入者は約２６万人

(平成２２年４月下旬実施)「ジェネリック医薬品による自己負担軽減額通知サービス」

（対象者 ・４０歳以上）

・生活習慣病、慢性疾患等による長期服用者

・平成２１年８月分のレセプトにより算出し、後発薬品に変更する

ことにより薬代のみの自己負担額が２００円以上安くなる人


